
第３号様式（第15条、第17条、第18条関係）

事業者排出量削減計画書
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該当する□には，レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される事業者の方は，レ印の記入は不要です。

「細分類番号」とは，統計法第２条第９頃に規定する統計基珀である日本標単産業分類の細分類番号をいいます。

「基準年度」とはojRt画期間の前年度又は計画期間の前の三年度の宰業活動に伴う排出の鮭又は原単位の数値の平均をいいます。
「増減率」とは，基姻年度と比較した計画期間の平均の増加又は減少の割合をいいます。

□新規□変更
（ 冠先）京都府知事 平成=１２３年９月２８日

住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
東京都采代田区永田町2＝11エーユ,｢山王パークタワー

氏名（法人にあっては，名称及び代表者の氏名）

株式会社エヌ･ﾃｲｴ･デイ６１iドコモゴ
代表取締役社長「山田!i隆持

電話０'３－５１５６－１１１１

主たる業種 通信;業
細分類番号 ３ ７ ２ １ 

事業者の区分

;回2条第１項第１号

京都府地球温暖化対策条例施行規則2口2条第１項第２号又は第３号

;□2条第１項第４号

計画期間 平成２'3年４月から平成2,61年３月凄‐ 干暉

基本方針蝿霧騨；雛懸鴎舗漏護籔詫さ』謬鑑舐方ｌ２６ｂ:鰹:鵬０２.」
を制定｡

計画を推進するた
めの体制

ＮＴＴＩドコモJグル莞プロエ環境マニュアルに
組嬢を推進する。

より環境目的｡'1目標を設定しい通信i投臘i電力の抑制等ＣＯ２削減の取

iE1室効果ガスの排
出の実綴及び削減
の目標

温室効果ガスの排出の量

|事業活動に伴う排出の量

|評価の対象となる排出の量

目標の根拠

基準年度

Ｍ22）年度
第１年度

(23)F年度
第２年度

(24J年度
第３年度
(25）年度

増減率

12,425.14Ｍトン 12030164トン 120179.2トン ]2,058.1トン -2.0パーセント

12U425.4十トン 12i301.4トン l2jl79.i２トン 12,058. nトン -2.0パーセント

ﾄﾞｰﾓｸﾞﾙ律Pプ中期目掘達成に胸
省敏力基地同設備の積極的弊八七
底凸坤実施により削減● 

ﾅた８１通１回股伯のＥＣＯ化を推進！
笥愈力通個設備の稜極IMI導入ｄｉｌｌ空餌股備のメンテナンスの微

原単位当たりの温
室効果ガス排出量
等

事業の用に供す
る建築物の用途

原単位の指標

通信施設
ｴは労陰源号l囮1に心憧5判ﾋﾄＨの岳

(施設数（局））

事務所
事業活動に伴う排出の量

(廷床面積（㎡））

原単位の指標及び目標の根拠

基翠年度

(22)i;；年度
第ｒ

!i(23） 
厚度
年度

第２年度

i(24〃年度
第３年度
(25）年度

増減率

3．７０ ]､６６ 3．５６ 3．５２ -2.70パーセント

3.00 3.00 3.00 3.00 0.00パーセント

重点的に実施する取組の実施計画

基準年度
(22）年度

5０ ０ 
パー

セント

第１年度

<23)1年度

50.0 
Ｊｆ－ 

セント

第２年度
(24):年度

50`0 
ｊＪＧ－ 

言シト

第３年度
(25）年度

50.0窪■パー．．…‐…召シト

備考

具体的な取
措圏の内容

組及び

(L'２８） 年:'1度

（２４）|j'L年 度

(【２'５J１年１度

『当モグループ中朔ロ■疸蛍’
省矼力芝地日■何のG月毎的町Ｉ

向けた.i声価齢■のＥＣＯ化を拍迫
､繭は力己価蚊用の彼桓的尊み1空画丘偏iEIメンテナンスの､丘.鯵実堀により1Mエ

Ｆ＝毛グループ中衛ロ巫迫Bnl
省ば力荘飽田政■の彼揖的郡Ｉ

内ﾄﾅた､趣伯放■のＥＣＯ化を拡逸
‘省ｎカ通伯政侮の■擾的､1兆:'空瓜政箭○メンテナンユの■塵埣実施によD閉娩

鰯総離職舗鵠謡鶴懸鑛鍵風成ii&ﾙ缶ﾁﾝ久ら廠座 等実施により閖娩

通勤における自己
の自動車等を使用
することを控えさ
せるために実施し
ようとする措置

措極の内容

上記の措置を採用する理由

マイカ房による通勤は寵められてい'まぜん｡'ｶﾞェエ

とニーームー一一・一・と一三ﾖｰｰｰｰﾏ

森林の保全及び整
備，再生可能エネ
ルギーの利用その
他の地球温暖化対
策により削減する
量

区分

森林の保全及び整備によるもの

府内産の木材の利用によるもの

再生可能エネルギーを利用した趣力又
は熱の供給によるもの

グリーン電力証書等の購入によるもの

温室効果ガス排出丘の削減効果分又は温
室効果ガスの吸収効果分の購入によるも
の

合計

第１年度

(23）年度

トン

トン

トン

トン

トン

0.0トン

第２年度

(24),年度
トン

トン

トン

トン

トン

0.0トン

第３年度

(25）年度

トン

トン

トン

トン

トン

0.0トン

備考

地球温暖化
資する社会
動

℃ＩＣＴ 

す｡,＝
Ｉ･〕社員月

に敬一ビスを利活用することによ｛り、社会全体のＣＯ２を11,000万ｔ詔02以上削減することに貢献しま

|iランテイアによ'るH「ドコモ京都宇治の森jでの森林保全活動を2008年度より継続実施

特記事項 !i基準年Ｉ kiJ周旋股数の増減により原単位が変わることから平成２２年度の実績としま念。


